
（単位：％）

実質赤字 連結実質 実質公債費 将来負担

比率 赤字比率 比率 比率

新潟市の比率 － － 10.5 139.6

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

２．資金不足比率の状況

（単位：％）

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

地方公共団体の財政の健全化に関する法律が平成20年4月1日に施行され、地方公共団体は、健全化判断比率及び
資金不足比率の指標を整備し、監査委員の審査に付した上で議会へ報告すること及び住民へ公表することが義務付
けられました。
　新潟市における令和元年度決算に基づく指標を、以下のとおり算定しましたので公表いたします。

１．健全化判断比率の状況

新潟市の令和元年度決算における健全化判断比率は以下の表のとおりであり、いずれの指標も早期健全化基準を
下回っています。（実質赤字比率、連結実質赤字比率については、いずれも黒字決算であったことから「赤字比
率」は生じていません）

新潟市の令和元年度決算における資金不足比率は以下の表のとおりであり、いずれの会計も経営健全化基準を下
回っています。（いずれの会計も黒字決算となったことから資金不足比率は生じていません）

資金不足比率

中央卸売市場事業会計 －

と畜場事業会計 －

下水道事業会計 －

水道事業会計 －

病院事業会計 －

経営健全化基準 20.0



（参　　　考）

＜健全化判断比率の範囲＞

※資金不足比率は，公営企業会計ごとに算定します。

＜用語の説明＞

経営健全化基準
　基準を超えた場合は，超えた公営企業ごとに「経営健全化計画」を策定し（議会議決が必要），自主
的な改善努力による経営の健全化を行っていく必要があります。

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で，それらの負債が将来，財
政を圧迫する可能性の大きさを示したものです。
※将来負担すべき実質的な負債とは，一般会計等が償還する地方債や，一般会計等が負担すべき退職手
当支給予定額などの合計をいいます。

早期健全化基準
　指標の一つでも基準を超えた場合，「財政健全化計画」を策定し（議会議決が必要），自主的な改善
努力にる財政健全化を行っていく必要があります。

財政再生基準
　指標の一つでも基準を超えた場合，「財政再生計画」を策定し（議会議決が必要），国等の関与によ
る確実な再生を行っていく必要があります。

資金不足比率

　公営企業ごとの資金不足額が，各々の事業の規模に対してどの程度あるかを示す比率で，経営状況の
健全度を示したものです。本市の場合，資金不足がないため，「－」と表示しています。
※資金不足額とは，歳入―歳出などで求められ，一般会計等の実質赤字に相当するものです。
※事業の規模とは，料金収入など主たる営業活動から生じる利益に相当する額をいいます。

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等
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実質赤字比率
　一般会計等の実質赤字額の標準財政規模に対する比率で，収入に対する赤字の割合を示しています。
本市の場合，赤字でない（＝黒字）ため，「－」と表示しています。
※標準財政規模とは，一般会計等の標準的な年間収入をいいます。

連結実質赤字比率
　全会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率で，収入に対する地方公共団体全体の赤字の割合を
示しています。本市の場合，赤字でない（＝黒字）ため，「－」と表示しています。

実質公債費比率

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率であり，借入金の返
済額などの大きさを示し，資金繰りの危険度を示したものです。
※準元利償還金とは，一般会計等からの繰出金のうち，公営企業債の償還に充てたと認められるものな
どをいいます。

将来負担比率
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国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

中央卸売市場事業会計

と畜場事業会計

下水道事業会計

水道事業会計

病院事業会計

新潟市の会計区分 各比率の対象範囲
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一般会計

土地取得事業会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

公債管理事業会計
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